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 今年の中国経済は？ 

中国は、3 月の全国人民代表大会で 2017 年

経済成長率目標 6.5％前後と 2016 年目標の

6.5％～7％から引下げました。最高指導部が入

れ替わる 5 年に１度の共産党大会を秋に控え、

あくまでも経済や社会の安定を最優先し、減税

など政策で景気を支える方針です。ただ足元の

中国経済は、個人の消費拡大よりも再び固定

資産投資への依存が高まろうとしています。 

 

 経済の下支えは、やはりインフラ？ 

固定資産投資は、主に公共投資、不動産投資、

民間企業の設備投資等で構成されています。

足元の経済の下支えには、それらに加えて鉄

道や道路などインフラ投資が必要であると予想

します。既に中国政府は 2015 年 5 月以降より

政府、民間資本提携（PPP）による民間資本の

導入を推進しており、投資総額は 13.5 兆元（約

228 兆円）に及び、既に契約済みのプロジェクト

は 2.2 兆元に及びます。このプロジェクトが実施

段階に入っており、今後もインフラ投資は一層

拡大すると予想されます。公共事業の受け皿と

なる国営企業の投資は 2016 年、高い水準で推

移しています。（図表 1 参照） 

 

 もう 1 つの注目はイノベーション！ 

2016 年に 5,700 億元もの大規模な企業減税を

実施しましたが、今年に入っても期限切れを迎

える減税を延長する措置を含め、さらに 3500

億元の減税が加わる予定です。かつ、中小企

業向けの減税政策では、3 月の全人代で財政

部の 2017 年予算法案報告において、科学技

術型中小企業の研究開発費用の加算控除の

割合を従来の 50％から 75％に引上げることが

発表されました。 

今後は、インフラ投資に頼るだけでなく、民間設

備投資やその活用が期待されます。中国経済

を下支えする要因の１つになるかもしれません。 

このように今回の全人代は全体を通じて昨年

の経済工作会議で公表された基本方針、「安定」

に沿った内容で、安定を具体化するためインフ

ラ政策が選好される傾向が続くものと見られま

す。 

 
■図表 1：中国の固定資産投資の伸び率  

期間：2012 年 3 月～2016 年 12 月 

 

 
 
※統計の発表がない各年１月分は除く 

出所：ブルームバーグのデータを使用しピクテ投信投資顧問作成 

 

中国も経済安定の為に財政政策出動！ 


